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（３）標準電波による無線局への高精度周波数の提供 

【林﨑官房長】  それでは、本日最後の案件に入ります。 

 本事業は、東京大学大学院情報学環長・学際情報学長の田中秀幸先生にご参加いただき

ます。 

 それでは、標準電波による無線局への高精度周波数の提供につきまして、担当部局から

資料に沿って説明をお願いいたします。 

【説明者】  国際戦略局技術政策課でございます。それでは、標準電波による無線局へ

の高精度周波数の提供の業務につきまして、補足説明資料に沿ってご説明させていただき

ます。 

 めくっていただきまして、右肩上の２ページ目をごらんください。事業の目的と法定事

項でございます。この事業は、国家の標準であります周波数標準値、正しい周波数の電波

ということでございますが、その電波を標準電波として発射をして、各無線局の電波の使

い方、電波の適正な利用を確保するということを目的としてございます。２の法定事項で

ございますが、総務省設置法におきまして所掌事務としてこの標準電波の発射が規定され

てございます。また、国立研究開発法人情報通信研究機構法におきまして、業務の範囲と

いたしまして標準電波の発射が規定されてございます。また、電波法におきまして、電波

利用料の徴収で充てる費用といたしまして、標準電波の発射の処理に要する費用が規定さ

れているところでございます。 

 めくっていただきまして、３ページ目でございます。事業の概要です。中ほどでござい

ますが、この業務は具体的には国立研究開発法人情報通信研究機構（ＮＩＣＴ：エヌ・ア

イ・シー・ティー）というところでございますけれども、ＮＩＣＴが正しい周波数を持つ

電波をつくり、おおたかどや山と言われる福島県の送信所とはがね山という九州にある送

信所、２つの送信所から長波帯というところの周波数を使って標準電波を発射しているも

のでございます。 

 ４ページでございます。この業務の流れでございます。図をごらんいただきまして、ま

ず東京にありますＮＩＣＴの本部、こちらで正しい周波数をつくります。それを２つの送

信所の間で比較して、各送信所の周波数を調整して、各送信所から電波を出します。また

ＮＩＣＴの本部で発射された電波を受信して確認をするというのが一連の流れでございま

す。 

 次の５ページ目をごらんください。この業務の利用イメージでございます。左側の図に
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ありますとおり、２つの送信所で日本全国をカバーしてございます。右側にありますとお

り、各無線局でございますが、各無線局では電波法により指定された周波数を正しく出す

ことが求められてございます。各無線局におきましては、正しい周波数が出ているか否か

ということを測定器を用いて確認してございます。この測定器がこの標準電波を受信して

正しい周波数を出すということでございます。また、測定器をつくるメーカーもこの周波

数の標準電波を受けて測定機器をつくっているということでございます。また、放送事業

者、電気通信事業者などはみずから標準電波を受信してサービスを正しく提供されるよう

にというところでも使われるということで、幅広く使っていただいているサービスでござ

います。 

 次の６ページ目でございます。この業務の効果でございますが、大きく２つございます。

１つが無線局の周波数の較正、正しい周波数を出すということです。２つ目が周波数の同

期、これは波でございますので、山と谷をしっかり合わせるということで混信防止を図り

ます。 

 次の７ページ目がこの業務の成果目標でございます。成果目標といたしましては、２つ

の送信所から出てくる電波の周波数の安定度が極力ぶれないというところでございます。

規定としまして、１掛ける１のマイナス１２乗以内のずれにおさめることということでご

ざいます。中ほどの枠に、無線局運用規則とございますが、これは郵政省告示でございま

すが、この告示により１兆分の１以内にするということが規定されているところでござい

ます。これは電気通信を司っている国際機関のＩＴＵというところがございまして、ＩＴ

Ｕの勧告を考慮して制定されている値でございます。 

 その成果の実績でございます。２つございます。１つが３０日平均でございます。長く

受信してはかればはかるほど精度が高くなっていきますので、まず３０日平均といたしま

して、おおたかどや山の２９年度を見ていただきますと０.４掛ける１０のマイナス１４乗

まで出てきてございます。１０のマイナス１２乗に合わせますと０．００４ということで

ございます。この数字が小さければ小さいほどぶれていないということで成果を出してい

るところでございます。その下の実績値、１日平均値でも出してございます。これは周波

数を正しく合わせるという作業は１日で行うことが多いものですから、この１日の実績値

も出しているところでございまして、こちらも十分この値を満足しているところでござい

ます。 

 次の８ページでございます。この業務のアウトプットでございます。先ほどご紹介させ
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ていただきましたとおり、この標準電波といいますのは、すべからく無線局の周波数を安

定させるということでございますので、このサービスを極力とめない、長い時間サービス

をするということをアウトプットといたしまして、それぞれの送信所の発射時間で決めて

ございます。発射時間率といたしましては、中ほどに見込みがございますが、例えばおお

たかどや山の２８年度であれば９７.７％発射しているということでございます。中ほどの

枠に書いてございますが、２４時間３６５日ですと８,７６０時間でございます。そこから

点検に必要となる電波をとめる時間８０時間、それと例えば雷などがやってきますと、被

雷すると機械が壊れますので近づいたらとめるということをいたします。これを予想いた

しまして１２０時間はとめると。合計して２００時間は停波するだろうということで、見

込みとしては９７.７％という値を設定したところでございます。 

 下に活動実績が出てございまして、例えば２８年度のおおたかどや山でございますと、

９７.７％見込みのところ９８.３％ということで見込みを達成しているところでございま

す。このような標準電波は後ほどご紹介いたしますが、各国でやられてございます。アメ

リカ、イギリス、ドイツでもこの発射時間率という活動指標を出してございまして、アメ

リカ、イギリス、ドイツでは９９％以上を今達成しているということが公表されていると

ころでございます。 

 続きまして、９ページ目でございます。先ほども申し上げましたとおり、標準電波の発

射は国際機関のＩＴＵから奨励することが勧告されてございます。各国どの国がこの業務

をしているかというリストでございます。左側に国名が書いてございます。１２カ国この

標準電波の発射をしてございます。中ほどに精度が書いてございます。日本は先ほどご紹

介いたしましたとおり、１掛ける１０のマイナス１２乗で、ここの精度のところで１と書

いてあるものは日本と同じ精度を実現しているところでございます。中国ですとかフィン

ランド、アメリカなどは同じ精度を出してございます。実績といたしましても、１０のマ

イナス１２乗が規定ではございますが、これを２ケタ程度、１０のマイナス１４乗レベル

で精度を高く実現していることも公表されているところでございます。 

 以上、ご説明でございまして、１０ページ以降は今ご説明いたしました法規の具体的内

容ですとか技術的内容を補足資料としてつけさせていただきました。業務の説明は以上で

ございます。 

【林﨑官房長】  では、事務局から議論すべき論点について、紹介をお願いいたします。 

【二宮会計課長】  論点シートをごらんいただければと思います。本事業につきまして
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は、３点論点がございます。１点目は、総務省設置法に基づく業務として、適正な成果目

標及び成果実績（アウトカム）を設定し、実施内容の適切な評価ができているか。２点目

は、システムの安定性及び正確性等の観点も踏まえ、想定された成果が出ているか。３点

目は、効率的な予算執行が行われているか。以上でございます。 

【林﨑官房長】  では、ご議論いただきたいと存じます。よろしくお願いいたします。 

 上村先生。 

【上村】  関西学院大学の上村です。ご説明ありがとうございます。 

 資料の８ページ目、もしくはレビューシートの２ページ目に、活動指標としての発射時

間率という概念がありますけれども、こちらを見ていると１００％だとずっと発射できて

いるということだと思います。それで九十何％だと発射できていないと。点検の時間等あ

るので九十何％になるということですが。これを見ていると、おおたかどや山送信所の発

射時間率は２７年度が８５とか８６とか、当初見込み８５で活動実績８６ですけれども、

これはほかのものにくらべるとちょっと少ないなという感じなんですが、これはどうして

こういうことが起こったのか。あともう一つは、これによって何か影響があったのか。こ

れを教えていただけますか。 

【説明者】  それでは、補足説明資料の８ページをそのままごらんください。説明のと

きに飛ばしてしまって恐縮でございます。 

 中ほどの枠の最後に、平成２７年度は局舎の増築工事がございまして、その関係上電波

を停止する時間があらかじめ長くとってあったということでございまして、ここだけは見

込みの率も８５.３％となっていたということでございます。この業務は送信機ですとか測

定器ですとかさまざまな機械を使ってございますので、１０年程度をかけて各装置の入れ

かえ、更新をしてございます。その関係で局舎工事もございました。 

 あと、これで具体的な特別な影響があったかということでございますが、私のほうで特

別これで事故が起きたとかそういうところは聞こえていないところでございます。 

【上村】  全く事故が起こらないっていうのであったら、そんなに１００％に近づける

必要がないのかなと。 

間違っていると考えていいですか、その考え方は。 

【説明者】  たまたま――たまたまといいますか、そのときは運よく周波数をぴたりと

合わせなくちゃいけない無線局とか事故が起きなかったということだと思ってございます。

基本は長く、なるべくとめずに出して、無線を使っている方がいつでも周波数を正しく合
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わせられるとかチェックできるという体制にすべきだと考えてございます。先ほどご紹介

しましたとおり、アメリカ、イギリス、ドイツもこの発射率が９９％を超えてきていると

いうことは、各国とも長く運用するというところに重点を置いていると認識してございま

す。 

【説明者】  すみません、ちょっと１点補足させていただきますと……。同じく技術政

策課の菅原と申します。これ、とまっている時間が８５と９０になっておりますけれども、

これはどちらかが動いているという時間にしますと９９.９％というので、これは２７年度、

２８年度、２９年度、３年とも同じようにこうなってまして、図で言いますと５ページ目

を見ていただきますと、赤い１,５００キロメートルと書いてあるところがそれぞれの送信

所から届く範囲なんですけれども、どちらかが動いておりますと、ほとんど本州と九州の

エリアというのがカバーできるようになっておりますので、どちらかが９９.９％で動いて

いるというのは、先ほどご紹介ありました各国、アメリカですとかドイツですとかの９９.

９というのも同じような考えで採取された数字であります。 

【上村】  ありがとうございます。 

 おおたかどや山のほうは平成１１年６月１０日運用開始、これは５ページですけれども、

はがね山のほうは平成１３年１０月１日ということなんですが、そうすると、その前まで

は、こういうサービスはなかったと考えていいのかということと、あとは平成１１年から

１３年まで、要はこれだと１年半ぐらい時間がありますけれども、そのときにはおおたか

どや山しか運用はなかったと考えていいですか。 

【説明者】  ５ページの図でございますけれども、おおたかどや山ができた平成１１年

より前は別の周波数帯、短波帯というところでこの正しい周波数を持った電波の発射とい

う業務をやってございました。ただ、短波ですと、精度が桁が悪くて、世界的に長波帯と

いう周波数に移ろうとしているということでございます。いっときにできなかったことは

さまざまな事情があったわけでございますけれども、短波をやりつつ、長波帯という周波

数に移行して、サービスが途切れることなく対応したところでございます。 

【上村】  ありがとうございます。 

【林﨑官房長】  石井先生。 

【石井】  石井でございます。レビューシートのほうなんですけれども、これは今標準

電波による無線局への高精度周波数の提供という業務で、もう送信所の設備のところは今

しっかり稼働していると。予算の推移なんですけれども、２７年度から３０年度までしか
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ないんですが、これは増えているのはなぜ。何か設備の更新とかそういうことでしょうか。 

【説明者】  ありがとうございます。 

 この業務は、送信機もありますし測定器もございますし電源設備もありまして、多くの

設備を抱えてございます。長期的に取り組んでいる業務でございますので、約１０年間で

更新計画を立てておりまして、その計画に沿って必要な機器をかえていきます。２７年度

から２９年度にかけては、セシウム原子時計ですとか信号を発生させるシステムなどの更

新時期が来ておりまして、その関係で２８年度から２９年度にかけて予算の増額をしたと

ころでございます。今年度は計画を立ててございますので、今後この程度の規模で予算は

推移していくと想定してございます。 

【石井】  わかりました。そうすると、今度予算を執行していく上でまたレビューシー

トなんですけれども、５ページのところで調達先というところがある中で、なかなかある

意味わかりきった議論になってしまうかもしれないんですが、１者入札であるということ

に対して、今々この１者入札であるという理由と、望ましいことではないと私は思ってい

るんですけれども、この１者入札ではなくて競争環境を求めていくときとなったときにど

のような取り組みをなさっているのか、このあたりをお聞かせいただけますか。 

【説明者】  ありがとうございます。さまざまな契約がございます。特に調達関係、一

般競争入札についてはご指摘のとおりの状況が起きてございます。具体的に申し上げたほ

うがいいのかもしれません、例えば、基準信号発生システムというのがございますけれど

も、こちらですとやはり１０のマイナス１２乗から１４乗のレベルでその周波数を扱う機

器というものは限られてございますし、あと、このようなシステムを使うところは基本的

にはこのような標準電波発射業務をしているところというところでございますので、その

点も限られてきて、これに応えられる企業というのは本当に限られてきていると認識はし

てございます。 

 ですが、技術的にはできるところはほかにございますので、そこは競争性があると判断

いたしまして一般競争入札としてございます。ＮＩＣＴのほうでは、仕様書が妥当な規模

になっているかということを常に考えてございますし、公示期間につきましても国の規定

より厳しく、余裕をもって１５日間という規定をつくり、それよりも実際はさらに長く公

示をしているというところで対応しているところでございます。 

 また、フォローアップになるのですけれども、このような仕様書をダウンロードしたと

いう方は私たちはわかってございますので、ダウンロードしたという方は入札に対して興
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味を持っていらっしゃった方、ただ、実際に入札に来なかったということでございますの

で、その方々にはフォローアップをさせていただいてございます。どういう理由で入札で

きなかったのかと。例えば、その中にはやはり採算性が合わないというのが多いですね。

あと、必要な人員、資材が確保できなかったとかですね。今、基準信号発生システムの場

合と約１０社ぐらいの方は仕様書をダウンロードしているところでございますので、この

ようなお声を聞きながら競争性をもっともっと確保できる努力はしていきたいと考えてい

るところでございます。 

【石井】  わかりました。 

【林﨑官房長】  西出先生。 

【西出】  今の入札の話に続くんですけれども、レビューシートの６ページ、最後のＧ

というところなんですけれども、２億５,４００万ですか、これって例えば、すみませんね、

詳しく、素人なんで――素人で言いわけするのもだめなんですけれども、こういうのって

一般競争入札になり得るのかなり得ないのかとか、あとは、前勉強会のときにお話しさせ

てもらったと思うんですけれども、やっぱりいかなる理由があろうと１者というのはあま

り思わしくないよねと。ですから、何か考えなくちゃいけないんじゃないですかという話

で、聞かせていただけたら今日聞かせてほしいという話をさせてもらったと思うんですけ

れども、それのお答えがあれば教えてほしいのと、これが２つ目。 

 ３つ目は、これはまた素人みたいな考えで大変恐縮なんですけれども、ＪＲ西日本・東

日本じゃないんですが、通信所は２つありますから２つ別々に入札なり契約なり、要は何

らかの形で競争性を持たせるような工夫というものができ得るのか否かと。この辺の３点

をご教授いただけたらとなと思います。 

【説明者】  ご指摘のＧのところの一番の２億５,０００万の案件でございますけれども、

これは２つの送信所の監視・運用業務でございます。人が張りつきまして送信機が正しく

動いているか、電源が入っているかとか、あと日々の測定もしてございます。また、局舎

全体の安全維持みたいなこともしてございますし、あとそこに問い合わせとか人が来てし

まうこともございますので、そういう受け答えの対応もするということでございます。 

 この送信所自体は先ほど申し上げましたけれども、長波帯、この周波数帯を使い、送信

所は国内に実は３カ所しかないんですね。この２カ所とあともう一つが民間の方が、ほか

の方がやられていると。長波帯というのは２００メートルぐらいの鉄塔のアンテナがあっ

て、それが山の上にあってそれを監視するという業務で、非常に特殊な業務で、先ほども
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言いましたが３カ所しかないということもありまして、そのノウハウを持っている企業が

非常に限られているということでございます。ですので、一般競争入札ではなくて、随意

契約の公募という形をとらせていただいているところでございます。説明は繰り返しにな

りますけれども、そのような専門性があり、限りなく限られた事業者になっていることか

ら、このようになっているものと思ってございます。 

 あと、２カ所に分けたらどうかという話でございますが、それはやっぱり契約の大きさ、

規模が妥当かどうかという話で、別々に契約をしてやることの分割損とまとめてやったと

きのコストとしてこちらのほうがいいのではないかという検討の中から、これはまとめて

今やっているところでございます。 

 あと、今後の努力ということでございますが、次の契約のお話しをさせていただきます

が、ＮＩＣＴの中では契約監視委員会というものをつくっておりまして、２年間同一契約

で同一者がある場合には、それはどうしてなのかと、改善するべきではないかということ

を議論して委員会の監視もしてございます。外部の弁護士さんも入っているような委員会

でございます。その中では仕様書が妥当なのかとか、公示期間はいいのかとか、あと電子

入札をもっと簡単にすべきではないかとか、周知を徹底すべきではないかと。周知もこれ

まで入札に関連した企業を５００社以上はリスト化していましてそこに周知しているんで

すけれども、その周知の仕方が妥当なのかとか、先ほど申し上げました、ここに関心を示

したけれども結局出てこなかった業者への聞き取りということをやってございますので、

その中からまた競争性が保てる状況になれるように改善していきたいと思ってございます。 

【西出】  確認ですけれども、１者以外にも想定できる会社はあるということでよろし

いんですか。 

【説明者】  はい。運用業務でございますので、それなりの資格を持った人をちゃんと

いろいろそろえて、それを求められた期間きちんと用意しておけばできると。あと、体制

を整えればできることでございますので、そういう意味で言えば、電気関係業務のことを

やっていらっしゃる方に対しては可能性はあると考えてございます。 

【西出】  となると、体制が大きいから対応できないという話になればね、分割したら

今手を挙げてない――随契だから挙げてないとも言えないのかもしれないのですけれども、

もう少し競争性……。まあ、コストの話が私も全然わからないんですけれども、２つ分け

たら。でも、２つ分けて運営の問題でそんなにコスト高になるのかなというところがよく、

ちょっとクエスチョンなんですが。ですから１者であることが問題だということを基本前
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提として申し上げると、分割してでも何かしたほうがいいかということはお考えできない

のかな、否かなっていうのをいま一度。 

【説明者】  調達にかける規模感は随時見直しをしてございます。それは検討いたしま

す。ただ、今の段階では、先ほど申しました人をそろえるときの人に対する教育だとか、

業務の監視、どちらにしても日報だとやっていることは基本的には同じことでございます

ので、その教育はまとめてやったほうがいいでしょうし、まとめてやることの価値はある

のかなと考えているところでございます。 

 あと一つ、こちらの取り組みで考えてございますのは、何度も申し上げて恐縮でござい

ますが、一応１０年間かけての更新計画でございますので、大体何年後こういうところを

変えていきますよというところが見えているわけでございますので、例えば予算が成立し

て予算が固まった後に、今年はこういうところ、こういうところを更新する、また改善し

ていくということを仕様書が出る前にあらかじめわかるような形にしていくということは

しっかり取り組んでいきたいと思ってございます。 

【西出】  ありがとうございました。 

【林﨑官房長】  ありがとうございました。 

 引き続きまたご議論いただきたいと思いますが、コメントシートへの記載のほうもそろ

そろお願いいたします。１６時２５分ごろを目途にまた回収させていただきたいと思いま

すので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、瀧川先生、どうぞ。 

【瀧川】  今の１者入札の話の続きですが、おおたかどや山の施設が平成１１年にでき

たということは、２０年弱ぐらいずっと同じ会社に運用を委託しているということですか。 

【説明者】  運用はそうですね。 

【瀧川】  わかりました。２０年間同じ会社に委託するのではなく、競争発注にできれ

ばそれがベストだと思っています。ただ、一般事業会社においても全てが全て競争発注に

なっているわけではなく、いたしかたなく１者になっていることがあります。そのような

とき、一般事業会社では１者入札の取引先と共同でコスト削減に取り組んでいて、１者し

かないながら、むしろ１者だからこそコストが下げられることに取り組んでいます。この

１者とこれまで２０年間どのようなコスト削減の取り組みをされてきたかを伺えればと思

います。 

【説明者】  今ご指摘のとおりでございまして、一般競争入札でいくと最低価格で決ま
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っちゃいますので、基本随意契約の公募にすると１者は決まりますけれども、その後は業

界の価格のレベルとかの情報を使いながら値引き交渉をやって決まりますので、そういう

意味では今の随意契約の公募という形をとらせてもらっております。 

 過去取り組んでいることでいいましては、例えば人が張りつくわけでございますけれど

も、そこをなるべく遠隔でできないかということはしていたりございます。あと、業務の

中に、先ほど申し上げました、ちょっと人が来たときの問い合わせとか、山に登ってきち

ゃう人がいたりして、そういう人の問い合わせ、受け答え対応みたいなこともちょっと入

れたりとか、随時業務としては見直しをしているところでございます。 

 運用業務は確かにノウハウの固まりのところが大きいので、ずっと同じ会社がやってい

るところでございますが、機器の調達ですとか電力料ですとか通信料とかのところは各者

かわっているところではございます。 

【瀧川】  ありがとうございます。 

 一般事業会社においても競争発注ではない取引はあって、そのような取引の場合は、そ

の取引先と一緒にコストを下げていく取り組みをしています。取引先からバリューエンジ

ニアリング、ＶＥの提案をもらってコストを下げるという取り組みもあれば、長く一緒に

仕事をしていることを活用して業務プロセスを一緒に見直したり、業務の水準を見直した

りしていますので、そういった取り組みもこれから検討いただければと思います。 

【林﨑官房長】  田中先生。 

【田中】  では、東京大学、田中でございますが、私からは単位当たりコストについて

お尋ねできればと思います。その前提としまして、予算が２８から２９に増えているのは、

それは設備の更新などがあるという話だったと思いますが、ということは２９、３０は一

時的に増えているということでいいでしょうか。それで、また減っていく等あるんでしょ

うか。 

 どうしてそういうことをお尋ねしているかというと、単位当たりコストが単純にその当

該年度の予算を時間で割っているだけなので、そこが気になりました。すなわち、２９、

３０は投資的な形でお金を使っているんであれば、それはもう少し長い間に効果が発生す

るでしょうから、費用という面は少し分けて考えることはできないんだろうかと思って、

そのようにお尋ねしました。ということで私からは、細かな話なんですが、単位当たりコ

ストを見るときに単年度の予算額を同じ数字で割るだけで果たして見ることができるかど

うかというあたりについて、お考えを教えていただければと思い、質問します。 
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【説明者】  単位当たりコストのところでございますけれども、２８から２９のときに

多少上がりまして、それ以降、今後の予定も１０年間の更新計画をつくってございまして、

大体同水準の費用がかかると想定してございますので、この単位当たりのコストというの

は、これは想定でございますけれども、今の３２レベルは続いていくと思ってございます。 

 それが正しく単位当たりコストということになっているのかどうかということでござい

ますが、それはやはり執行額と運用時間で割って、運用時間当たりにかかっているコスト

ということで、今はお示ししていることが適切だと考えているところでございます。 

【田中】  そうすると、今のご説明で気になったのが、平成２８年度までと同２９年度

以降は額が変わるというところです。平成２８年度までと平成２９年度以降で何か事情の

変更があるのでしょうか。私は平成２９・３０年度が一時的に更新の時期で金額の山にな

っているのかと思っていました。 

【説明者】  補足説明させていただきますと、むしろ２７・２８のほうが設備更新期間

の谷間になっていまして若干下がっていまして、２６とか２５年度とかってさかのぼって

いきますと、同じように設備の部分が発生しますので、設備の更改期間を大体１０年ぐら

いで考えていまして、その後５年弱ぐらい設備更改をしない期間があるんですけれども、

それも耐用年数に応じては一部の設備を更改しますので、若干下がるというのが数年間続

くと。そういった意味では、これから１０年間続いていきます。 

【田中】  わかりました。いろいろご事情があると思いますが、単位当たりコストに基

づいて事業の効率性を見るのであれば、更新の有無によってその数字が大きく振れる現在

の計算方法では、これを基準にするのは難しいかなと思いました。単位当たりコストの指

標については、もし何か工夫があればご検討いただければと思います。以上です。 

【林﨑官房長】  ありがとうございました。 

 そのほか、いかがでしょうか。 

 上村先生。 

【上村】  アウトカムをちょっと話したいんですけれども、レビューシートのアウトカ

ムが周波数安定度、これも私は非常に難しいなという感じで、１０のマイナス１２乗以内

で提供するということなんですけれども、これは発射する側が測定する指標なのか、受け

取る側が測定できる指標なのか、どちらでしょう。 

【説明者】  受け取る側が測定できる指標でございます。 

【上村】  とすると、受け取る側は全国各地にいろいろあって、それの数値を集計して
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１０のマイナス１２乗以内になっているからということが測定できていると考えていいで

すか。 

【説明者】  すみません、補足いたします。両方数値としてははかることが可能でして、

ここで書かせていただいている周波数安定度は送信所からの発射が１０のマイナス１４乗

でして、受信側のほう、１,５００キロぐらい先に行きますとこれが１０のマイナス１２乗

ですとか１０のマイナス１１乗というふうに距離に応じて安定度は下がってはいきます。 

【上村】  なるほど。まあ、そうだろうなとは思っていたんですけれども、おそらく発

射側の周波数安定度で、これはアウトカムをはかっているなと思うんですが、だとすると

アウトカムじゃないんじゃないかなと思っていまして。要は、こちら側でコントロールで

きるんだとするとアウトプットに近いですよね。アウトカムというのは、利用者側のほう

が非常に重要でして、利用者側が計測できる、この利用という実態が私はまだちょっとイ

メージがつかないんですけれども、でも本来だったら利用者側が安定的に電波を受け取っ

ているかどうかということをちゃんとチェックするほうがアウトカムに近いんじゃないか

なと思います。なので、できれば設定していただけているアウトカムというのは、皆さん

が提供している側だけでとっているわけで、ただ、このサービスというのは基本的にユー

ザーサイドがいてユーザー側のためにやっているわけですよね、基本的に。ユーザーサイ

ドがちゃんと受け取れているかどうかを、きっちり測っていくことがこのアウトカムの本

来の姿なんじゃないかと思いますけれども、いかがですか。 

【説明者】  この周波数安定度の基準値を決めたのが、先ほどご紹介いたしました国際

機関の勧告をもとにした審議会の答申に基づいておりまして、参考資料の１３ページにな

るんですけれども、そちらのほうでは利用者サイド、例えば測定器をつくるメーカーです

とか大学とか放送事業者のところでは約５掛ける１０のマイナス１２乗などを必要とする

というのが前提にあり、それを実現するためには発信のもともとの標準電波では１０のマ

イナス１２乗が必要であるというところで、一応受信者側、使っていただく方々を想定し

た基準であることはあります。そういう意味で今回はこれをアウトカムの指標にしたとこ

ろでございます。 

【上村】  わかりました。今のアウトカムがだめだというふうには言ってないんですけ

れども、今のアウトカムは、要は皆さん側で測定できるというものですけれども、やはり

もうひとつアウトカムを追加するとしたら、利用者サイドできっちり、１３ページに示し

ていただいたように、この周波数の誤差というんですか、精度というんですか、その精度
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の枠内で、ちゃんと受け取りができているかどうかというところをチェックするアウトカ

ムを設けると、よりユーザーサイドに立ったアウトカムになるのかなと思います。 

【林﨑官房長】  ありがとうございました。 

 そのほか、いかがでしょうか。 

 瀧川先生。 

【瀧川】  先ほどご説明くださった内容の確認ですが、資料５ページに、今２つの送信

所があり１つは周波数が６０ｋでもう１つが４０ｋとありますが、これは先ほどのご説明

どおりどちらかが動いていれば世の中にご迷惑をかけることがないという形になっている

ということですか。 

【説明者】  ええ、そのとおりでございます。 

【瀧川】  わかりました。 

 その場合、先ほどのアウトプットの話に戻りますが、目標値としてこの２つの送信所が

ともにほぼ常に動いている状態である９７.７％を目指す必要がある理由はどのあたりに

ありますか。２つのうちどちらかが動いていればいいという話であれば、２つとも１００％

を目指す必要がないのかと感じました。ただ、運用上の観点とかもあると思うので、そう

いったものを踏まえた中で目標値を９７.７％に設定されている理由を伺いたいと思いま

す。 

【説明者】  この送信所、５ページの絵を見ていただくとわかるんですけれども、２つ

の送信所で日本全国をカバーしてございまして、１つの送信所からは半径１,５００キロメ

ートルが一応有効範囲になりますので、２つで全土をカバーするということがあって、極

力２つそれぞれが長く運用できるようにと考えているところでございます。 

【瀧川】  ありがとうございました。５ページの地図でいうと１,５００キロメートルで

あれば、おおたかどや山の設備は日本全てをカバーしていることになるのですか。 

【説明者】  沖縄が入ってない。 

【瀧川】  沖縄が入ってないっていうことですか。一方で、はがね山のほうは北海道の

一部が入ってないと。そういうことですかね。 

【説明者】  そうです。 

【瀧川】  わかりました。ありがとうございます。 

【林﨑官房長】  まだ時間は少しございますけれども、何かございますでしょうか。 

【北大路】  国際比較データがありますけれども、オーバースペックではないのかとい
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う意見が前々からあるんですけれども、ちょっと説得していただけませんか。 

 あと、もう一つ、今の２つの周波数の２カ所の電波、どちらかを使っているんですかね、

利用者は。両方を使っているんですか。 

【説明者】  どちらかです。 

【北大路】  どちらか一方ですか。どっちをたくさん使っているかとかいうのはわかる

んですか。 

【説明者】  まず、国際のほうでございます。基準は先ほどご説明したとおり皆そろっ

ております。勧告に従っています。昔の勧告でございます。この精度はほぼほぼ原子時計

という正しい時間を刻む時計に由来します。この原子時計をつくっている会社は数社で世

界にも限られてございまして、私が使っているのですとヒューレットパッカードですとか、

何か幾つかあるんですけれども。そこはやっぱり更新のたびに精度がよくなってきてござ

いますので、どこの国でも先ほどご紹介しましたとおり１０のマイナス１４乗程度までは

来てしまうということです。 

 あと、このオーバースペックがコストにはねるかということでございますけれども、こ

の精度を保持するためには日々ぶれをはかっていまして、ある程度ずれてきたら戻すとい

うことで正しくします。それは大体月１回ぐらいです。これを２月、３月ごとに戻せば精

度は悪くなるんだけれどもコストが安くなるかというと、これをやっている人は運用業務

の中で毎日ここに来ている人がやってございますので、そこの作業を減らしたところでも

コストは変わらないということで、マイナス１４乗レベルのものを出しているということ

でございます。 

【北大路】  ごめんなさい、何か今のお話だと毎日来なくてもいいような雰囲気が出ち

ゃって。毎日来ているからやっているっていうような説明だと、いや、毎日来なければい

いんじゃないかって。 

【説明者】  先ほど言いましたように、運用業務のほうは周波数の安定もそうですし、

送信機の安定業務ですとか建物の安全とか、この送信所を維持する全てをやってもらって

いますので、その中に入っている業務でございます。 

【林﨑官房長】  よろしゅうございますか。 

 上村先生。 

【上村】  現場を視察とかがあったわけじゃないので、具体的な業務イメージがまだつ

かめてないところがあります。ありますけれども、ただ、聞いた感じだと、かなり人の介



 -15- 

在は結構あるのかなという気がします。ただ、そこの部分は、今後は例えばＡＩが入って

きたり、そういうところで業務効率化というのは可能性としてはあるんでしょうか。 

【説明者】  先ほど少しご紹介いたしましたが、遠隔監視がどこまでできるかというと

ころだと思います。それはこれからの技術の発展によります。そういうことを考えながら

業務プロセスとかは考えていきたいと思います。 

【上村】  わかりました。例えば遠隔の監視システムとかがうまくいくとすると、少な

くとも人件費部分についてはコストの抑制ができる見通しがあると考えていいですか。 

【説明者】  今すぐのことではないですけれども、遠隔技術の対応と、あとは実際に作

業の中で問題が起きたときに結局そこに行って対策しなくちゃいけませんので、そこの頻

度ももう一度再確認しなくちゃいけませんし、あと実際に雷が、先ほど申し上げましたと

おり天気が悪くなってきたときには、そこで早めに落とすということが肝心ですので、そ

の対応とモニタリングをどこまで遠くからやれるかということだと思います。 

【上村】  何度もすみません。そういう緊急事態というのは年間に結構起こるようなも

のなんでしょうか。 

【説明者】  雷の話ですと、先ほど申し上げた時間でございますし、あと定期点検の話

ですとか土地によっては除雪対策の点検日とかいうのを地方自治体から求められてござい

ますし、消防訓練もございますし、先ほどの山の上で登山者の人々への対応というのも求

められるところもございますので、そういうところ全てをまとめて業務してございますの

で、そういうところとかを検討したいと思います。 

【林﨑官房長】  石井先生。 

【石井】  同じような話、やっぱりこれしつこいんですけれども、全部１者入札なんで

すよね。やっぱりそこら辺については、もちろん特殊性とかいろいろあると思うんですけ

れども、全部１者入札ないし、まあそれは一般競争もあればいろいろあると思うんですが、

そこは少し普通ではないというか、いろいろ取り組みをされていることは今ご説明いただ

いだところですけれども、今日の公プロ３つ目ですが、当然さっきの２事業も１者になっ

ている調達もありますけれども、まあまあ競争がきいていると。それはいろいろ特殊性が

ありますよねというところだと思うんですけれども、やっぱり全部１つになっちゃってい

るというところは、やはりそこに少し異常性というか、取り組んでいかないといけないと

いうのが、少しふわっとした話ですので、もう少し説明ができるようにしていただく必要

があるのかなという気はしておりますということだけちょっと。コメントですけれども。 
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【説明者】  ありがとうございました。説明が足りてございませんでしたが、一般競争

入札について今そこの平成３０年度は確かに１者ばかりでございますが、過去７年間では

３８件の一般競争入札がございまして、１１件については複数入札ということはございま

した。ただ、今後とも努力してまいりたいと思います。 

【石井】  わかりました。 

【林﨑官房長】  もう少し時間はございますけれども、いかがでしょうか、その他。 

 北大路先生の方はご準備はよろしいですか。 

 それでは、そのほかないようでございましたら、取りまとめ役の北大路先生から各先生

からいただいたコメントシートから代表的なものをご紹介いただいた後、票数の分布、評

価結果案及び取りまとめコメント案をご発表願います。よろしくお願いいたします。 

【北大路】  ありがとうございます。６名中５名から調達の競争性の向上が必要だと。

それから、それに加えて、さっきも議論ありましたけれども、単位当たりコストについて

の捉え方、投資と単年度の経費を分けて考えていくべきじゃないかと。つまり、これもコ

スト管理の話なんですが。基本的に、したがってコスト管理についてもうちょっと改善が

必要なんじゃないかというご意見が多うございました。 

 あと１点は、アウトカムの捉え方をもっとユーザー側でできないものかと。ユーザー側

でするべきではないかというご意見です。オーバースペックというご意見もあったんです

が、先ほどご説明があって、古いのを買ってもしょうがないんで新しいのがスペックが高

いんだという話ですよね、要するに。そういうわけで、今の代表的な意見でございます。 

 続けて、評価ですが、事業内容の一部改善が５票、現状どおりが１票です。あとちょっ

と、ごめんなさい、コメントを言い忘れましたけれども、標準電波の発射というのは大変

重要な公共性の高い必要不可欠な業務であるということはお一人の方が明確に書いていら

っしゃいますけれども、これはおそらくあとの委員も必要性はもちろん認めていることだ

ろうと思います。そういう意味で、逆に言うとより注意すべきなのはコスト面ということ

だと思います。 

 コメントですが、基本的にやっぱり調達の競争性改善及びコストの管理に改善努力が必

要であろうと。それから、できればアウトカムをユーザーサイドでお考えいただきたいと。

いかがでしょうか。というようなことでよろしいでしょうか。 

【林﨑官房長】  よろしゅうございますか。 

 ありがとうございました。これで、本日予定の議論は全て終了いたしました。本日ご参
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加いただきました外部有識者の先生方におかれましては、長時間にわたりましてご議論い

ただきましてまことにありがとうございました。本日の評価結果及び取りまとめ、コメン

トにつきましては、レビューシートの所定の欄に記入するとともに、これらを踏まえまし

て総務省の平成３１年度予算概算要求に向けて十分に検討させていただきたいと考えてお

ります。 

 また、本日の評価結果及び議事につきましては、準備ができ次第総務省のホームページ

に掲載させていただきまして、行政事業レビューに係る取り組みを進めてまいりたいと考

えております。引き続きのご支援をよろしくお願いいたします。 

 本日は本当にありがとうございました。 


